




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1997年 89 30 119
1998年 118 67 185
1999年 84 47 131
2000年 78 48 126
2001年 72 41 113
2002年 75 22 97
2003年 53 0，103 53，103
2004年 0，156 0，067 0，223



















































































































2000年 2001年 2002年 2003年
イングランド 4．7％ 4．2％ 2．1％ 0．0％
ウェールズ 14．2％ 13．8％ 14．3％ 15．9％
スコットランド 1．4％ 1．3％ 2．8％ 10．3％








75％以上 75％未満 最低 最　高
2000／01年 3団体 29団体 41．8％ 87．4％
2001／02年 14団体 18団体 57．2％ 87．5％
2002／03年 17団体 14団体 67．3％ 86．4％
2003／04年 22団体 9団体 55．7％ 86．6％
































公式数値は概して正確である 34％ 30％ 36％
公式数値はいかなる議論でも裏付けるように
変えられる 68％ 20％ 12％
公式数値は政治に干渉されずに作られる 17％ 25％ 58％
公式数値を作る時に誤りがあっても公衆は知
らされない 69％ 16％ 14％
政府は政策を述べる時は公式数値を正直に用











































































































































































































































































































































1．全階層で職員を参画 十 十 十 十 十 十 十 十
2．業績指標の使用に柔軟性 十 十 十 十 十 十 十 十
3．全目的を定量化 十 十 十 十 十
4．制度を常に吟味 十 十 十 十 十 十
5．顧客満足を測定 十 十 十 十
6．専門家に業績指標の解釈を 十 十 十 十
7．慎重なデータ監査を維持 十 十 十
8．長期的な職業の展望を養成 十 一
















周知戦略 制止戦略 制裁戦略 適応戦略
善意違反者 効果あり 効果あり 直接の効果なし 効果なし










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































審査件数 471 500 488 441 407 318 276 268
該当件数 161 250 271 241 233 226 208 221
割合 34．2％ 50．0％ 55．5％ 54．6％ 57．2％ 71．1％ 75．4％ 82．5％
（出所）総務省行政評価局（2010a）p．14より作成
2．各府省による自己評価
　2っ目の理由は、政策評価が予算と連携していないなど、わが国の政策
評価システムはゲーミングが問題となるほどの有用性を備えていないとい
うものである。
　英国の政策評価システム（PSA）は、財務省（HMTreasury）が主導し
ており、予算編成（Spending　Re“ew）と密接に連動している。業績の達
成状況が予算配分にも影響するため、業績をよく見せようとする動機が強
く働くことになる。これに対して、わが国の政策評価システムは、各府省
が主体的に政策評価に取り組むものである。政策評価法では「行政機関
は、…自ら評価するとともに、その評価の結果を当該政策に適切に反映さ
せなければならない」（政策評価法第3条）と定める一方、「政府は、政策
評価の結果の取扱いについては、…予算の作成…に当たりその適切な活用
を図るように努めなければならない」と定め、予算編成等への活用は努力
義務にとどまる（同法第4条）。各府省が評価結果を予算要求に反映させ
ることにはなっているが、財務省が評価結果を予算編成に活用しているわ
けではない。予算編成に活用されない理由に関しては、2005年（平成17
年）に総務省が政策評価制度を見直した際に、財務省等からは、定性的・
抽象的な記述が多く客観性・中立性が担保されていない、有効性や効率性
の観点からの評価が十分でないといった指摘を受けている（総務省2005：
3－5）。たしかに業績情報があまり活用されない状況では、業績をよく見せ
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ようとする動機も起こらない。
　しかし、予算要求への反映に関しては、評価書の実施時期を早めたこと
もあり、現在は評価結果のほとんどが予算の概算要求に反映されるように
なっている。2009年度（平成21年度）4月～10月に各府省が実施した政
策評価762件のうち、673件（88．3％）が2010年度（平成22年度）の予算
要求に反映され、189件（24．8％）が機構・定員要求に反映されている。
その結果、78件で約998億円の予算要求が縮減されている（「政策評価結
果の平成22年度予算要求等への反映状況」）。また、予算編成への活用に
関しても、今後は政策評価と予算・決算の連携を強化することになってい
る。総務省の「行政評価機能の抜本的強化方策」でも「予算編成に資する
政策評価の推進」がうたわれており（総務省2010a：5）、2010年4月に策
定された「行政評価等プログラム」では、予算編成に関連が深い政策評価
に基本的に点検対象を特化し、効果的に公表すること、政策評価結果の
予算要求への反映について各府省の説明責任を徹底し、対応する決算に
関する情報を明らかにすることなどが盛り込まれている（総務省2010b：
3－4）。このように、評価結果が予算要求等に着実に反映されるようにな
り、財政当局によるチェックも検討されている中では、ゲーミングを引き
起こす動機も十分に考えられる。
3．総務省による客観性の担保
　3つ目は、政策評価の客観性を担保するための点検活動など、わが国の
政策評価システムでは品質管理が行き届き、ゲーミング対策が十分に講じ
られていることを理由とする。
　政策評価法には「総務省は、（中略）政策評価の客観性かっ厳格な実施
を担保するための評価を行うもの」と定められており（政策評価法12条
2項）、これを受けた「政策評価に関する基本方針」では、「実施手続等の
評価の実施形式において確保されるべき客観性・厳格性の達成基準に関す
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る審査」に取り組むとしている（政策評価に関する基本方針III2（3）イ）。
この審査では、①評価の枠組み（計画・設計）に係る手順等の網羅性・充
足性、②評価に使用したデータ・資料等の信頼性、③評価結果とその根拠
（説明）に関する項目を基本として点検を行うこととされており、このう
ち点検項目②については、「評価に使用したデータを自ら収集している場
合等においては、当該データの収集方法、測定方法等を的確なものとする
こと」などが例に示されている（平成14年8月1日行政評価局長決定「実
施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客観性・厳格性の達成
基準に関する審査における点検項目等の設定についての考え方」）。
　評価の質に問題があるなど評価の内容に疑問を生じた場合、総務省は、
まず事実関係の把握・整理を行い、関係府省にデータや把握方法の修正な
どを働きかける。それでも解決されない場合には、「評価の実施の必要性
の認定」が行われ（基本方針皿2（3）イ）、総務省が直接に改めて評価を
行うことになる（平成15年8月行政評価局「『評価の実施の必要性の認定』
の考え方の整理と今後の取組」）。実際、2009年度（平成21年度）では、
地域活性化の推進に関する実績評価について、指標の測定に用いるデータ
の加工方法に疑義があるとして、総務省から内閣府に照会を行った例があ
る（総務省行政評価局2010a：220，288－290）。こうした点検活動によって
政策評価の客観性は担保されるようにも思われる。
　しかし、総務省の審査は、「可能な限り評価書により行うこと」とされ
ており（上記行政評価局長決定）、書面上の点検にすぎない。英国で問題
となった待ち時間目標に関する業績測定の不正は実地調査で指摘されてお
り、単なる書面上の点検で解明できるものではない。また、総務省からの
照会は、「目標の達成度合いが低調又は目標の達成見込みがないにもかか
わらず、原因分析等を行っていない」場合には行われるが、形式的に目標
を順調に達成している場合は不問とされやすい。さらに、総務省の指摘を
みても、実績評価方式による評価に当たって留意すべき事項として、ゲー
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ミングヘの対応が課題として指摘されたことはない（総務省行政評価局
2010a：193－194）。こうした点検活動の方式や着眼点、指摘事項から考える
と、現状では十分なゲーミング対策が講じられているとは言いがたい。
　以上のように、わが国の政策評価システムでは、目標の達成水準がかな
り数値化されてきており、政策達成目標明示制度も導入されること、評価
結果が予算要求等に反映されるようになり、財政当局によるチェックも検
討されていること、政策評価の点検活動は書面審査が中心であり、動機に
までふみ込んだ分析や対策が講じられていないことをふまえると、「わが
国の政策評価システムではゲーミングが深刻な問題とはならない」と結論
づけることはできない。
むすびに
（一・）本稿の結論
　本稿では、英国の政策評価システムの実績を検証し、わが国の政策評価
システムのあり方に示唆を得るために、次の3点を明らかにした。
　第1に、英国の政策評価システムは必ずしも成功したとはいえない。確
かに、英国の政策評価システムでは、政策評価の連動化・資質向上・重点
化などシステムの改善に向け努力が重ねられ、実際に目標管理による業績
の改善が見受けられる。しかし、外見上は業績が改善していても、実際に
は測定の際に看過しがたい不正が行われており、データの信頼性に深刻な
問題が生じている。
　第2に、この業績測定の不正は、政策評価システム全体に関わる問題で
ある。英国の政策評価システムの基本構造は、目標を設定し業績を測定し
評価することで公共サービスを管理する目標管理体制である。組織や個人
に目標達成の説明義務を負わせることが、目標を達成するばかりでなく業
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績を粉飾する動機をも与えている。こうしたゲーミングには動機に応じた
戦略をとることが重要であるが、完全になくすことは難しい。
　第3に、英国の政策評価システムに生じた問題は、目標管理に本質的に
付随する問題である以上、制度設計の異なるわが国の政策評価システムに
も当てはまる問題である。実際、わが国の医療行政では、「平均在院日数
の短縮」が政策目標に掲げられているが、一部の医療機関には、計画退院
などで長期入院を減らすより、逆に検査入院などの短期入院を増やして目
標を達成する向きがあり、英国と同じゲーミングの構造は存在する。
　本稿の冒頭で述べたとおり、わが国の民主党政権は英国をモデルに政策
達成目標明示制度を導入しようとしているが、安易な追従には警鐘が必要
である。
（二）本稿の意義
　本稿は、先行研究に対して次の3つの意義をもつ。
　意義の1つは、英国の政策評価システムにおける近年の動向をフォロー
アップしていることである。本稿の対象は、2002年及び2004年支出審査、
2007年包括的支出審査など、英国の政策評価システムの近時の展開を含
み、先行研究の空白領域を補完している。本稿では、導入から現行にいた
る各支出審査の目標の達成状況や指標の改善状況を整理した。
　2つ目は、英国の政策評価システムの実績を検証していることである。
制度の構造や運用に主な関心を払っていた先行研究とは異なり、本稿の内
容は、英国の政策評価システムにおける実際の成果や問題点を検証するも
のである。本稿では、ホーリー教授が提案する品質管理の枠組を用いて、
英国の政策評価システムの精度と有用性を検証した。
　3つ目は、英国の政策評価システムに関する学術論文をサーベイしてい
る。もっぱら政府資料をもとに制度解説にとどまる記述的な先行研究とは
異なり、本稿の方法は、学術論文や研究者の議論を基礎とした分析的なも
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のである。本稿では、フッド教授らが提起するゲーミングの問題に関して
分析を深め、動機に応じた戦略の重要性を指摘した。
（三）今後の研究課題
　本稿では、政策評価システムを検証するにあたり、コストの観点とゲー
ミングの実証については十分に検討を尽くせなかったため、今後の研究課
題として残されている。
　研究課題の1つは、英国の政策評価システムをコストの面から検証す
ることである。第2章で触れたとおり、政策評価システムを検証する場
合には、精度と有用性の観点だけではなくコストの観点も重要である。
評価の精度を上げれば、評価の有用性は高まるが、評価のコストも増える
ことになり、精度と有用性、コストは二律背反の関係に立つ。第3章で取
り上げたゲーミングの問題に対処する1つの方策は、外部監査を強化す
ることである。平松（2004）は、英国の会計検査院（NAO）による評価
事例の研究を通じて有効な外部評価制度の条件を探っているが、たしかに
監査の強化によって一定の改善は見込めるが、それだけコストもかかる
ことも忘れてはならない。公共サービス改革局（Omce　ofPublic　Services
Refom）の報告書によると、英国の中央政府における検査費用は1997年
の2億5千ポンドから2002／03年には5億5千ポンド以上になり、5年間
で倍増している（OPSR2003：15）。これは外部評価の導入が勧告される以
前のデータであるから、導入後の現在はさらに多額の検査費用がかかって
いるものと見込まれる。さらにはこうした直接費用だけでなく機会費用を
含めれば、監査コストはさらに膨れ上がる。英国の会計学者、マイケル・
パワー教授のいう「監査社会」の道をわが国も突き進むことになるのか（パ
ワー2003）。政策評価システム自体の「支出に見合う価値」が問われなけ
ればならない。今後は、政策評価の実施に伴うコストの増加を考察する必
要がある。
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　もう1つの研究課題は、わが国の政策評価システムにおけるゲーミング
を実証することである。本稿の第4章では、ゲーミングが疑われる状況証
拠は示したが、ゲーミングが実際に行われているかまでは明らかにしてい
ない。わが国においてもゲーミングはあまねく存在するはずである。例え
ば真渕勝教授は、公立図書館を評価する場合に、従来のアウトプット指標
（蔵書数）からアウトカム指標（利用件数）に切り替えると、図書館の蔵
書に漫画本のような気楽な読み物が増えるといった例をあげているが（真
渕2009：452）、このように評価システムの設計者が意図しない方向に被評
価者が反応してしまう事例は、行政評価の導入に関与したことのある実務
者であれば誰もが経験的に理解している。問題なのは、誰もこのような
ゲーミングの状況を体系的に把握しておらず、類型や原因に関する分析も
不十分で、対処方法も確立していないことである。今後は、英国と同様
に、業績が疑わしい評価事例を外部の専門家が精査するとともに、評価に
精通した総務省および各府省の政策評価担当者に聞き取り調査を行う必要
がある。あるいは、本稿を端緒として、総務省がゲーミングに関する事実
関係を整理・把握し、評価の実施の必要性の認定を受け、関係府省または
総務省自らによる評価が実施されることを期待したい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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